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研究成果の概要（和文）：従来の比較政治学が欧米先進国の経験を普遍化した概念に立脚しがちだっ

たことの反省に立ち、非欧米世界に属する諸国における政治の実態の調査を通して、比較政治学上

の主要概念に関する批判的再検討を試みた。地域としては、ロシアおよび旧ソ連諸国、東南アジア

諸国、ラテンアメリカ諸国、中国、台湾、韓国、中東イスラーム諸国、バルカン諸国、南アジア諸

国、アフリカ諸国を取り上げ、トピックとしては、政治制度、市場経済化と政治の関係、エスニシ

ティとナショナリズム、国際環境の影響、各国における政治学および政治学者の特徴などを取り上

げた。 

 

研究成果の概要（英文）：The mainstream of comparative politics has tended to start from key 

concepts, which were constructed through experiences of Western countries.  Our project, in 

contrast, has sought to reconsider the premise of mainstream arguments, starting from the 

far-reaching research on various countries of non-Western world.  Specifically, our 

investigation include such various countries as: Russia and post-Soviet countries, 

South-Eastern Asia, Latin America, China, Taiwan, Korea, Middle East Islamic world, Balkan 

countries, South Asia, and African countries.  Through these researches we have attempted to 

reconsider such key concepts as: political institutions, market economy and politics, ethnicity 

and nationalism, the impact of globalization, the place of political science and political scientist 

in each country. 
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１．研究開始当初の背景 

 比較政治学者たちは長らく地域研究の実証
的推進と一般理論的探究との相互関係に頭を
悩ませてきた。そこにおいては、もちろん世
界各国の政治の実態の多様性という事実が念
頭におかれていたが、同時に、暗黙にもせよ
欧米先進諸国の政治を一種の到達目標と想定
し、他の諸国がどのようにしてそれに近い状
態に到達するかを測るという発想が潜在する
ことが多かった。そのことと関係して、理論
分析上の主要概念も、欧米先進諸国の政治分
析において主要な役割を演じてきたものが基
礎となるのが通例だった。 

 このような状況にはそれなりの根拠があり、
それを全面的に変更しようとするのは無謀な
試みといわざるをえない。しかし、非欧米世
界諸国の具体的経験に即した研究の角度から、
既存の比較政治学にたいして大なり小なり修
正を持ち込むことには大きな意義があるので
はないか。このような想定が、この共同研究
に参加した人たちの共通の出発点にあった。 

 研究代表者および分担者はかねてより大学
や学会で日常的に交流を重ねてきたが、その
中で、上記のような問題意識を共有している
ことに気づき、そこから、この研究の開始を
思い立った。もっとも、研究代表者と分担者
だけでは、カヴァーできる対象に限界がある
ことから、それを補完できるような研究協力
者を広く募った。その結果、日本における非
欧米世界の政治研究の第１線に立つ人々を顔
ぶれとしてそろえることができた。これが本
研究出発時の背景である。 

 

２．研究の目的 

 上記のような背景から出発した以上、その
目的は、比較政治学の知見を拡大することと、
既存の理論枠組みおよびそこにおいて重要な
役割を果たす主要概念について批判的再検討
を試みることの両面にわたる。 

 非欧米世界に属する諸国に関する政治学的
研究は近年、質量ともに急速な発展を遂げつ
つあるが、日本における研究は、まだ地域ご
とのばらつきが大きい上に、異なる地域を研
究する者の間での相互交流が小さく、専門を
異にする間での対話が成り立ちにくい状況に
ある。 

 そこで、先ずもって必要とされたのは、異
なる地域の専門家が一堂に会し、相互の知見
を共有し、共通の言葉で議論を進めることが
できるような土俵をつくるという作業である。
そのことを通して、各国でどのようなトピッ
クが主要な政治学的探究の対象となっている
のか、その分析に使われるツールはどのよう
な特徴をもっているのか、各国における政治
学および政治学者の特徴はどのようなものか、
などに関する知識の共有をはかることが、最
も基礎的な目的として立てられた。 

 そのような作業の推進は、同時にまた、各
国政治分析において利用される概念の特徴に
ついての再吟味を伴う。外見上共通する概念
であっても、それぞれの文脈に応じて異なる
含意を持つことは尐なくない。逆に、特定の
地域に固有と思われがちな概念も、表現や条
件を修正することで他の地域の政治分析に適
用可能となることもある。こうした点に関す
る討論を通じて、比較政治学の主要概念につ
いての認識を深化させることが本研究の主要
な目的として立てられた。 

 さらに、いくつかの主要概念について新し
い検討が進むなら、それらを組み立てること
によって、比較政治学の概念枠組み全体につ
いても、何らかの問題提起ができるようにな
るかもしれない。これは研究の出発時におい
てはあらかじめ可能とも不可能とも断定する
ことのできないものだが、もし可能であれば
獲得したい究極目標として意識されていた。 

 

３．研究の方法 

 研究代表者および分担者の主要なフィール
ドは、ロシア・旧ソ連諸国、東南アジア、ラ
テンアメリカ、中国、台湾であるが、「非欧米
世界」という広大な地域を研究対象とするか
らには、それ以外の地域をフィールドとする
研究者の協力が不可欠である。そこで、中東
イスラーム圏、南アジア、中央アジア、台湾、
アフリカなどの専門家に研究協力者として加
わってもらい、定期的な研究会を開催した。 
 この研究会においては、専門を異にする者
同士の知識の共有が大きな課題であることか
ら、研究代表者・分担者だけでなく研究協力
者たちも可能な限り毎回会合に出席してもら
い、相互に忌憚のない意見交換・批判をかわ
すことにした。また、研究の裾野を広げるた
め、正規の研究協力者の他、主として大学院
生たちからなる若手研究者たちにも研究会の
場を開放し、積極的に討論に加わってもらっ
た。多くの場合、研究会に先立って詳細なレ
ジュメが事前配布され、またときとしては関
連コメントも事前あるいは事後に配布するな
どして、討論を集約的なものにすることをは
かった。 
 諸外国を対象とする研究である以上、対象
国における現地調査も不可欠であり、ほとん
どの参加者が、研究期間中に現地調査を行な
った。その際、政治に関する生きた情報を収
集すると同時に、各国の政治学者たちとも広
く交流し、その成果を日本に持ち帰って研究
会に還元するよう努めた。 
 
４．研究成果 
 何よりも先ず、これまで日本で十分開拓さ
れてこなかった非欧米世界各国の政治の実態
に関する研究が大きく前進したこと、のみな
らず、その成果が個々のフィールド専門家を
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超えて共有されたことが最大の成果として挙
げられる。 
 各国ごとの政治の実態は当然ながら個別的
な差異が大きいが、「比較」という観点からは、
いくつかの軸によってある種のグルーピング
をすることができる。なお、ここでのグルー
ピングは、予め想定されていたものというよ
りも、研究の過程で探り当てられたものとい
う性格があり、そうした分類が可能になった
こと自体が、研究の成果といえる。 
 先ず、欧米先進諸国との距離（ここでいう
距離とは、もちろん空間的な意味ではなく、
機能的な意味である）の大小がある。これは
歴史的・文化的な要因によって規定される面
と、近年の政治的・社会的変動によって可変
的である面の双方があるが、両者を総合して
大きくまとめるなら、①相対的な距離が小さ
い（あるいは近年になって縮まってきた）諸
国、②相対的な距離が依然として大きい諸国、
③その中間のグループに分けられる。 
 もう一つの重要な着目点は、20 世紀の終盤
に社会主義体制から市場経済への移行を進め
はじめた諸国とその他の諸国の対比という論
点である。旧社会主義諸国は体制転換の初期
にあっては、一斉に西欧型の政治・経済体制
に移行するかに見えたが、その後の約 20年間
を観察すると、上記の①に該当する諸国（中
東欧諸国）、②に該当する諸国（中国、中央ア
ジア諸国など）、③に該当する諸国（ロシア、
旧ユーゴスラヴィアなど）と分かれている。 
 他方、もともと市場経済を主要な経済メカ
ニズムとしていた諸国も、①型（インド、ラ
テンアメリカ諸国、韓国、台湾など）、②型（多
くの中東イスラーム諸国）、③型（多くの東南
アジア諸国）などと分かれる。こうして、経
済体制移行の過程にあるか否かという問題と、
政治のあり方が欧米諸国の型に近づいたか否
かという問題は必ずしも一対一対応の関係に
はないことが明らかとなる。 
 しかも、上記の分類では著しく異なったカ
テゴリーに位置する国の間にも、意外な共通
性が見出される場合がある。旧ソ連中央アジ
ア諸国と中東イスラーム諸国の間、台湾と中
国の間の関係などはその中でも典型的なもの
である。 
 上記の観察をより一般化していうなら、経
済についてはグローバル化および新自由主義
化の趨勢が各国に共通している一方、そのこ
との政治への影響の具体的あり方は一様では
ないということが明らかとなる。そこで、各
国における政治の特異性を規定する要因は何
かについて考えるなら、変動期にどのような
政治制度が選択されるか、広義の政治文化（エ
スニシティ・宗教・ジェンダーなどの問題を
含む）、国際関係における位置などが主なもの
と考えられる。本研究においては、これらの
それぞれが各国について詳しく検討され、多

くの新しい知見を得ることができた。 
 一つの例としては、政治制度選択の問題が
ある。憲法に象徴される政治制度の骨格は安
定期においてはそれほど頻繁かつ大幅には変
化しないものだが、変動期においては大きな
変化を被る。しかも、その際に、諸外国に既
に存在する憲法制度が学習されたり、あるい
は諸外国の専門家からアドヴァイスされるこ
とがあるという意味で、国際的な影響も大き
く、外見的には類似した制度が、大きく隔た
った諸国に導入されることも稀でない。しか
し、そうした制度が実際にどのように機能す
るかという点になると、個々の国のおかれた
文脈によって大きな差異が生じる。 
 近年大きな政治変動を経験した国の場合、
リベラル・デモクラシーの基本原則そのもの
を正面から否定する例は稀である。その限り
では、大きな共通の趨勢があるかにも見える
が、より具体的な制度についてみるならば、
リベラル・デモクラシー自体が一様ではなく、
議院内閣制・大統領制・準大統領制などの選
択が大きな論点となる。政党システムも、一
党制から複数政党制への移行という限りでは
多くの国に共通性が見られる一方、その後に
どのような政党システムが生じるかは一義的
ではない。しかも、古典的な政党システムの
基礎が、イデオロギーの相対化や社会的亀裂
の流動化に伴って掘り崩されつつあるという
問題もこれに重なる。 
 こうして、本研究において取り上げられた
諸国はいずれも共通する趨勢（グローバル化
および自由主義化の圧力）にさらされながら
も、それぞれに異なった政治の現実をつくり
出していることが明らかとなった。また、こ
うした研究を通じて、「民主化」「権威主義」
「経済発展」「ナショナリズム」「ネイション・
ステイト」「議会主義」「政党制」等の諸概念
が、それぞれの文脈に応じて微妙に異なる意
味を持つことも明らかとなった。 
 このように各国政治の動態が比較の見地を
含んで明らかにされたことと、その分析にお
いて用いられる主要概念についての批判的再
検討が進んだことは、本研究の大きな成果で
ある。これらの成果は既に個々の論文の形で
ある程度公表されつつある。 
 残された課題は、これまでに遂行された主
要概念の再検討を更に進めて、比較政治の理
論枠組みについての再考を試みることである。
この作業は研究参加者（代表者・分担者・協
力者・若手）のそれぞれによって現在精力的
に推し進められており、遠からず具体的な成
果として発表されることが期待される。なお、
最初の成果としては、研究代表者による著作
『冷戦終焉 20 年――何がどのようにして終
わったのか』（勁草書房）が近く刊行予定であ
ることを付記する。 
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